
２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

休日当番医を市医師会と委託契約

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

日

箇所

平日夜間診療の実施

休日当番医委託

人休日診療人員

県支出金

地方債

その他

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

事
業
費

嘱託臨時

職員割合

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

１　保健・医療
４　医療体制の充実

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

款

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

休日診療日数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

休日当番医委託

人
件
費

活
動
指
標

時間外

千円

千円

1,875

3,475

1,875

28年度（目標）

25

20

2929

25

20

27年度（目標）

25

26年度（目標）

20

30 30

19 2020 20

1,168

29 29

1,8750.25

1,600 1,600

1,8750.10 750 0.42 3,150 0.25

1,540

1,875 0.25

1,600 1,600

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

3,415

24年度（実績） 25年度（目標）

24

3,415

25

1,600

4,750

1,600

1,600 1,600

箇所

3,150

30

22年度（実績）

750

23年度（実績）

25

2,350

1,8751,875 1,875 1,875

単位

千円

千円

千円

26年度（計画）

0.25

1,540

1,540

単位

委託料1,540千円

1,600

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

休日診療人員

平日夜間診療の実施

千円

千円

22年度（実績）

千円

単位

千円

25年度（計画）

1,540

地域医療対策：平日夜間診療の実施、休日当番医の
委託、市立病院の点検評価

【DO】事務事業の実施

共催者・関係団体

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託
実施手法 負担金の有無

３　【年度目標】

根拠法令保健衛生総務費保健衛生費
目

在宅当番医補助事業
細目名 関連計画

H18 単年度繰返し

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度

保健衛生部健康増進課1

○
地域医療対策事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

対
象
指
標

30

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

初期救急の充実

休日当番医委託

27年度（計画）

成
果
指
標

1,119 1,155

箇所

箇所

人

1,8750.25

1,600

3,475 3,475

総
合
計
画 笠間市医師会

継続

項

補助率

休日当番医制については、H21年度まで
市内医療機関が行っていたが、H22年度
から日曜日を市立病院が行うことにより、
祝日と年末年始のみとなり、委託料を減
額することができた。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

手
段 日休日診療日数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

休日当番医委託
医師会、歯科医師会との連携
休日当番医委託

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

―



⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》
効
率
性
評
価

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持

笠間市地域医療整備対策協議会により、笠間市地域の医療体制の整
備が図られた。この協議会はH21年度で役割を終了し、H22年度より笠
間市夜間・休日救急診療運営協議会を発足させ、毎年、夜間・休日救
急診療の進行管理をしながら、更に市民ニーズへの対応を目指す。資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

休日当番医制については、H21年度まで市内医療機関が行っていたが、H22年度から日曜日を市立病院が行うことにより、祝日と年末年始のみとなっ
た。
医師会医療機関の中には、祝日や年末年始も市立病院が行ってほしいとの声もある。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

夜間休日救急診療運営協議会

・改革プランの点検、評価
・夜間休日救急診療運営協議会
・医師の招聘

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
市立病院担当官がなくなり、市立病
院との関わりは連絡調整となる。改革
プランの点検、評価。夜間休日救急
診療運営協議会は継続。

26年度（目標）

1,500

1,500

1,5000.20

会計
一般

目
保健衛生総務費

項
４　医療体制の充実

事
業
期
間

開始年度

保健衛生総務標準的事業

小施策

Ｈ２１．３策定市立病院改革プランに
位置づけた全国的にも不足している
常勤医師の招へい活動を実施
救急診療体制を確立するためＨ２２．
４から実施している市立病院平日夜
間日曜初期救急の課題などについて
協議を実施

予
算
科
目

衛生費 保健衛生費
款

新規・継続
小政策
施策

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

市立病院の改革事業
評価区分

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

医師の招聘

単位
改革プラン

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

改革プランの点検、評価
夜間休日救急診療運営協議会

改革プランの点検、評価
夜間休日救急診療運営協議会
医師の招聘

⑥
活動
指標

医師の招聘活動

千円

初期救急医療の充実

0

23年度（実績）

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

0.20

補助金の有無

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

補
助
単
独
区
分

所管省庁

―
負担金の有無

補助率

単年度繰返し

終了年度

―

共催者・関係団体

保健衛生部健康増進課

継続

所属部課名

―
政策的事業

３　【年度目標】

細目名 関連計画

―直営
実施手法

根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

改革プランの点検、評価

26年度（計画） 27年度（計画）25年度（計画）

22年度（実績） 24年度（実績）

2,475

6,087

23年度（実績）

6,000

28年度（計画）

1,500

2,475

千円

千円

87 0

0.20

0

0.80 6,000 0.33 2,475 1,500 1,5000.20

0

1,5000.20

1,500

0 0

1,500

1,500

1,500

28年度（目標）27年度（目標）単位

医師の招聘活動

人
件
費

時間外

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

嘱託臨時

活
動
指
標

人件費計（イ）

指標区分

改革プランの点検、評価

25年度（目標）

1,500 1,500

事業費及び指標の推移

1,500

千円

千円

事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

87

医師2名 医師２名採用

1,500

市民

24年度（実績）単位 22年度（実績）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

１　【事務事業の全体概要及び背景】

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

成
果
指
標

対
象
指
標

改革プラン

医師の招聘

改革プランの点検、評価

医師2名と面談

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名

政
策
体
系

政策

事務事業番号

１　保健・医療

【PLAN】事務事業の計画

評価事業

総
合
計
画

2



【PLAN】事務事業の計画

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

④取組状況

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

平日夜間初期救急診療の実施は画期的な取組と考える。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

平日夜間診療は開始から３年が経過したが、医師会医療機関の中には負担が大きいという不満も出てきているなど安定運営へ配慮する必要がある。

資源配分

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

患者が多ければいいというものでもなく、政策
医療である以上必要最低限体制でするのは
必要

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

民間事業者と委託契約及び市民に対する事業の周知

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

件

市民

相談件数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

衛生費

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

22年度（実績）

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

健康相談の実施

千円

千円

小政策
施策

小施策
会計
一般

受付日数

相談件数

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

1,903

1,575

件

日

5,664

22年度（実績） 23年度（実績）

千円

千円

千円

7,029

1,500

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

活
動
指
標

千円

千円

0.20 0.38

単位

365

27年度（目標）

365

28年度（目標）

関連計画

5,664

根拠法令

1,575

4,089

1,575

4,089

365 366

7,743

25年度（目標）

365

2,561

4,089

4,089 4,0895,529

5,529

5,6645,664

3,550

26年度（目標）

2,850

4,089

1,575 0.21

4,893

1,500

4,089

1,5750.21

4,089

4,089

1,575

5,664

24年度（実績）

366

3,165

2,850

1,5750.21

4,893

365

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

1,5750.21

4,089

0.21

25年度（計画）

事業費及び指標の推移

件相談件数
⑥

活動
指標

フリーダイヤルで、健康、医療、子育て、介護等につい
て、医師、専門員が２４時間相談に応じる。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

日

すべて委託 ―
実施手法

―
負担金の有無

単位

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

評価区分 補
助
単
独
区
分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

○
評価事業

所属部課名

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

3

政策的事業
かさま健康ダイヤル２４事業

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

保健衛生部健康増進課

○
継続

終了年度
補助率

所管省庁

成
果
指
標

1,903 2,561

対
象
指
標

1,5751,575

件相談件数

市民

受付日数

委託料　4，089千円

５　事務事業の目的と手段

市民

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

共催者・関係団体H21 単年度繰返し

かさま健康ダイヤル２４事業

細目名款

実施計画・事務事業評価共通調書

予
算
科
目

・利用者数
　人

３　【年度目標】
市民の健康，医療，子育て，介護等
についての不安を解消し，健やかな
日常生活の創造に寄与する。
24時間対応の電話健康相談

項

１　【事務事業の全体概要及び背景】

総合計画実施計画

総
合
計
画

目
保健衛生費 保健衛生総務費

１　保健・医療
２　健康づくりの推進



時間帯に関係なく，いつでも相談を受けられる事業であり，市民の安全
安心につながるものとして必要。
なお，毎月の市報（情報カレンダー）等への掲載や，健康増進課での各
種事業において市民への周知に努めている。

【CHECK】事務事業の一次評価

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

毎月の市報（情報カレンダー）等への掲載
や，健康増進課での各種事業において市民
への周知に努める

相談件数が着実に増加しており、市民へ当事業が定着しつつある。医療費の削減効果も期待できると思われる。相談が役立ったとの声は多数寄せら
れ、反面、苦情はまったくない。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③前年度の改革・改善案

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

上記と同様 上記と同様 上記と同様

手
段

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画

笠間市献血連合会補助金
５５０千円

献血者

直営

箇所

対
象
指
標

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
保健衛生総務費

３　【年度目標】

保健衛生費 献血推進補助事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

人

総
合
計
画 笠間献血連合会

茨城県献血推進計画関連計画

補助率 2分の1

款 項

献血者
献血車による移動献血

献血実施

５　事務事業の目的と手段

箇所

市民
単位

献血者

④
対象
指標

治療に必要な血液の確保

6,250

5,700

終了年度

26年度（目標）

成
果
指
標

30

2,484 2,694

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

4

評価事業

細目名

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

所管省庁政策的事業

県補助

補
助
単
独
区
分

単年度繰返し

―

継続

共催者・関係団体

茨城県赤十字血液センター、笠間献
血連合会及び市内事業所との連携
により献血推進を図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

茨城県赤十字血液センター、笠間市献血連合会及び市内
事業所との連携により献血推進を図る

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
○

負担金の有無
―

人

【DO】事務事業の実施

市民

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

献血実施⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

活
動
指
標

25年度（計画）

275 275

献血者

24年度（実績）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2,694

3530

0.71 5,325 0.76

550

5,700

275289 280

0.37 2,775 0.76

5,700 5,700

25年度（目標）

3436

2,620

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画） 27年度（計画）24年度（実績）

275275

550

0.76

275 275

35

2,484

5,700 0.76 5,700

550550

34 34

2,620

6,250

5,700

6,250

27年度（目標） 28年度（目標）

36

34

3434

34

根拠法令

6,250 6,250

5,700

550

5,7000.765,700

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

34

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策
１　保健・医療
２　健康づくりの推進

県支出金

一般財源

事業費計（ア）

地方債

その他

献血実施

献血実施

市民

人

箇所

千円

千円

2,775

5,886

5,325

3,353

578 561

千円

事業費 単位

千円

千円

千円

実施手法

275289 281

事業費及び指標の推移

目
的

275275

事
業
費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

時間外

千円

千円

千円

千円

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

箇所

人献血者

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
新規・継続

事
業
期
間

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

献血推進事業



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

少子高齢化の進展により、今後、献血協力者の減少が予想される。

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

少子化の影響等で，年々献血者が減少傾向
にある。また，事業所献血では協力者の少な
い所もあるが，数多く出向くことも必要であ
る。あわせて、啓発活動の充実が急務であ
る。

医療現場においては，輸血用血液は必要不可欠なものである。

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

管理運営、警備、清掃、保守点検委託、賃貸借契約

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

対
象
指
標
成
果
指
標

手
段

―

需用費：7,518,216円
通信運搬費：623,957円
委託料：6,748,801円
使用料：4,754,712円

28年度（目標）

総
合
計
画

細目名
保健センター管理費保健衛生費 保健センター管理事業

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

管理運営、警備、清掃、保守点検委託、賃貸借契約

友部・笠間・岩間保健センターの管理運営

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

警備、清掃、各種保守点検業務の委託

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

5

３　【年度目標】
一部委託

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

―

所属部課名

―

補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

目

単年度繰返し 共催者・関係団体
１　保健・医療
２　健康づくりの推進

友部・笠間・岩間保健センターの管理
運営

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

21,52220,101

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

19,875

19,8752.65 19,875

41,397

19,875

21,522

2.65

21,522

19,875

20,101

2.650.70 5,250 2.80 21,000

27,473

19,875

40,983

21,000

21,522

2.65 19,875

39,976 41,397

19,875

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

21,52221,522

21,522

2.65

41,397 41,397

27年度（目標）

19,875

根拠法令

21,522

19,875

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

5,250

22年度（実績） 23年度（実績）

22,223

22,223 19,983

19,983

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

保健センター管理事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



施設の維持管理は必要不可欠である。

いづれの保健センターも建築後２０年を超え、大規模な改修工事が必要となっている。平成２４年度は岩間保健センターの雨漏り防水工事に伴い、大
規模改修工事を実施したが、他のセンターについても順次計画的に実施していく必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

3箇所の保健センターとも老朽化が目立ち、
保守点検はもとより、修繕しながら施設の長
寿命化を目指す。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

計画的な改修工事の実施

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

集団接種(ポリオ、BCG、麻しん・風疹)は医師に委託して、保
健センター、中学校で実施。
個別接種（三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本脳
炎）は協力医療機関で実施。
不活化ポリオ９月からの実施に伴い、個別接種化。１１月から
４種混合開始。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
集団接種(BCG)は医師に委託して、
保健センターで実施。
個別接種（四種混合、三種混合、二
種混合、麻しん、風しん、日本脳炎,
不活化ポリオ、子宮頸がん、ヒブ、肺
炎球菌）は協力医療機関で実施。

同左 同左

95.495.5

成
果
指
標

99.6

99.6接種率　ＢＣＧ

麻しん・風しん混合１期　

90.7

100.095.7 

％

麻しん・風疹混合2期

千円

千円

千円

27年度（計画）

82,245

82,245

82,245

82,245

82,245

82,245

87,269

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

79,019

79,019 174,396

174,396

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

千円

千円

千円

５４５・1065

8,250

個別接種

施策

集団接種

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

予防接種事業（集団・個別）定期

１　子ども・子育て支援
５　母子保健の充実

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 190,521

13,50013,500

27年度（目標）

95,74595,745 95,745

13,500

95,74595,745

2,563

13,500 1.80 13,500

82,245 82,245

82,245 82,245

100.0 

16,125

2708・4124

584・1049

13,500

13,500

13,500 1.80

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

22年度（実績） 23年度（実績） 24年度（実績）

1.10 8,250 2.15 1.8016,125

22年度（実績）

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

公衆衛生の向上と市民の健康維持を
図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

○

継続
○

所属部課名

義務的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度

予防接種法
負担金の有無

単年度繰返し

関連計画

３　【年度目標】
賃金：208,375円
旅費：9,720円
需用費：34,900,359円
役務費：223,887円
委託料：54,087,880円

活
動
指
標

25年度（計画）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

集団接種

28年度（目標）

ＢCG・ポリオ

麻しん・風しん混合2期

対
象
指
標 2385・３７８２

2,387

ＢCG・ポリオ

3種混合(ジフテリア・百日せき・破傷風）

麻しん・風疹・日本脳炎

手
段

⑥
活動
指標

目
的

④
対象
指標

3種混合(ジフテリア・百日せき・破傷風）

％⑤
成果
指標

13,5001.80 1.80

13,500

25年度（目標）

麻しん・風しん混合１期

個別接種

麻しん・風疹・日本脳炎
接種率　ＢＣＧ

単位

目 細目名
根拠法令

実施手法
予防費 予防接種事業

集団接種は医師に委託して、保健センター、中学校で
実施。
個別接種は協力医療機関で実施。

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

予防接種法の定めによる

感染症の予防と重症化の防止

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

6

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費



感染症のまん延防止上必要である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

ポリオワクチンについては、９月１日より生ワクチンから不活化ワクチンが定期となる。これにより、集団接種から、個別接種に切り替り、また、１１月から４
種混合ワクチンとなった。H25、４月から子宮頸がん、ヒブ、肺炎球菌も定期接種となる。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

市民への情報提供
国・県との連携
ワクチン接種の実施と接種費補助の実施
新型インフルエンザ等対策本部条例の制定

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
新型インフルエンザ対策行動計画の
策定

人

対
象
指
標
成
果
指
標

手
段

28年度（目標）

総
合
計
画

新型インフルエンザ対策特別措置法
細目名

予防費保健衛生費
款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

市民

感染症の予防と重症化の防止

市民

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ワクチン接種者
新型インフルエンザ等対策本部条例の制定

市民への情報提供
国・県との連携
ワクチン接種の実施と接種費補助の実施

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

7

３　【年度目標】

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

―

所属部課名

―

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

目

単年度繰返し 共催者・関係団体
１　保健・医療
３　予防対策の推進

公衆衛生の向上と市民の健康維持を
図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

活
動
指
標

25年度（計画）

新型インフルエンザ等対策本部条例の制定

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

1,425

1,4250.19 1,425

1,425

1,425

0

0.19

0

1,425

0

0.190.65 4,875 0.13 975

8,704

1,425

9,944

975

975

0

0.19 1,425

1,425 1,425

1,425

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

0

0.19

1,425 1,425

27年度（目標）

1,425

根拠法令

1,425

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

人ワクチン接種者

市民

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

4,875

22年度（実績） 23年度（実績）

3,829

3,829 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

感染症対策事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



感染症の蔓延防止対策事業である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



一次予防事業費

２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

延べ人数
実人数

回
転倒予防教室・口腔機能向上教室・栄養改回

人

特定（転倒予防教室）
一般（健康教室）
一次予防事業　高齢者健康講座・健康相談　機能訓練
二次予防事業　転倒予防教室・口腔機能向上教室・栄養改
善事業

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様
一次予防事業　高齢者健康講座・健
康相談
二次予防事業　複合型介護予防教
室

上記と同様
Ｈ２５年度同様

上記と同様
Ｈ２５年度同様

成
果
指
標

64

899高齢者健康講座

転倒予防教室・口腔機能向上教室・栄養改善事業 6346実人員

延べ人数

千円

千円

千円

27年度（計画）

1,858

398

1,892

391

1,899

398

789

465 474

3,885

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

210

210 2,032

2,032

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

千円

千円

千円

3,675

772

施策

回

回高齢者健康講座

転倒予防教室・口腔機能向上教室・栄養改善事業

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

介護予防事業（運動、口腔機能向
上・栄養改善など）

２　高齢者福祉
３　元気あふれる生活の推進

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 11,632

9,0009,000

27年度（目標）

10,89910,858 10,892

9,000

10,89910,899

33

54

9,000 1.20 9,000

1,899 1,899

746

398 398

789789

59

945

9,600

474

9,000

9,000

9,000 1.20

28年度（計画）

474

23年度（実績） 26年度（計画）

474

22年度（実績） 23年度（実績）

33

59

24年度（実績）

33

0.49 3,675 1.28 1.209,600

22年度（実績）

238 238

789

26年度（目標）

238

通所型介護予防事業

介護予防普及啓発事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

介護予防に関する相談、指導体制の
充実
介護状態の延伸をはかる

予
算
科
目

会計
介護保険 地域支援事業費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

―

継続
―

所属部課名

義務的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度

笠間市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

老人福祉法・介護保険法

 

負担金の有無

単年度繰返し

関連計画

３　【年度目標】
運動機能向上事業411,005円
口腔機能向上事業255,355円
健康教育費　231,137円
健康相談費　 24,590円
機能訓練費　919,332円

活
動
指
標

25年度（計画）

230

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

高齢者健康講座

28年度（目標）

対
象
指
標

手
段

⑥
活動
指標

目
的

④
対象
指標
⑤

成果
指標

231

9,0001.20 1.20

9,000

25年度（目標）

転倒予防教室・口腔機能向上教室・栄養
高齢者健康講座

単位

目 細目名
根拠法令

実施手法
一次予防事業費

二次予防事業費 通所型介護予防事業

一次予防事業、二次予防事業

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

６５歳以上の高齢者　二次予防事業対象者

介護状態の延伸

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

8

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

介護予防事業費



参加者については、各目的の事業ごとに機能向上がみられた。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

機能回復訓練廃止にむけて調整

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

デイサービスの実施
精神保健福祉士、保健師の相談

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

訪問指導

回

対
象
指
標

413

成
果
指
標

手
段

―

賃金：320,775円
報償費：664,000円
旅費：5,000円
消耗品費：154,840円
使用料：16,000円
負担金・補助金56,497円

回

28年度（目標）

397

総
合
計
画

細目名
予防費保健衛生費 精神保健事業

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

市民及び精神疾患等で社会復帰を目指す者

在宅精神者援助

デイサービス

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

デイサービス
こころの相談室デイサービスの実施

精神保健福祉士、保健師の相談 回

単位

こころの相談人員

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人

人

５　事務事業の目的と手段

9

22 16

３　【年度目標】
一部委託

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

―

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

目

単年度繰返し 共催者・関係団体
３　障害者福祉
２　総合的な自立及び社会参加の支援

在宅の精神障害者への社会参加を
援助する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

98

1,3851,339

活
動
指
標

25年度（計画）

こころの相談室

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

8,400

8,4001.12 8,400

9,785

14

118

99

414

8,400

1,385

1.12

1,385

8,400

1,339

1.120.65 4,875 1.16 8,700

6,201

8,400

11

99

8

10,100

8,700

1,385

1.12 8,400

9,739 9,785

8,400

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

1,3851,385

1,385

1.12

9,785 9,785

27年度（目標）

8,400

根拠法令

1,385

8,400

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

回

回デイサービス

訪問指導

デイサービス

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

4,875

69

22年度（実績） 23年度（実績）

12

67

1,326

1,326 1,400

1,400

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

回

人

こころの相談人員 人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

精神保健事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



症状の悪化を防いだり，早期に医療機関へつなぐことが出来る。

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

健診協会と医療機関委託

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

434440

成
果
指
標

668

20.3がん検診受診率(平均）

生活習慣病健診受診者

331

9451,060人

％

健康教育 人

千円

千円

千円

27年度（計画）

57,341

47,579

58,297

45,380

58,297

47,579

8,638

58,891

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

54,766

54,766 60,396

49,495

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

千円

千円

千円

14

4,125

健康診査

回数健康教育

日数

施策

人

日数がん検診

健康相談

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

健康増進事業（各種がん検診、健康
診査、骨粗しょう症、肝炎ウィルス検
査など）

１　保健・医療
２　健康づくりの推進

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 79,221

20,85020,850

27年度（目標）

79,14778,191 79,147

20,850

79,14779,147

1,046

41

20

30

20,850 2.78 20,850

58,297 58,297

17.7

47,579 47,579

8,6388,221 8,638

30

18.5

14

18,825

20,850

20,850

20,850 2.78

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

45

22年度（実績） 23年度（実績）

41

1,221

30

24年度（実績）

1,268

1,986

0.55 4,125 2.51 2.7818,825

22年度（実績）

8,915

2,080 2,080

8,638

26年度（目標）

2,080

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

疾病の早期発見及び早期治療に寄
与するとともに医療費削減を図る。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

県補助
○

継続
○

所属部課名

義務的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度
3分の1

健康増進法、がん対策基本法
負担金の有無

単年度繰返し

関連計画

３　【年度目標】
賃金:91,500円
報償費：204,000円
需用費：314,346円
通信運搬費：1,179,000円
委託料：54,386,459円

活
動
指
標

25年度（計画）

3,740

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

がん検診

28年度（目標）

健康教育

対
象
指
標

市民

手
段

⑥
活動
指標

人

目
的

人

④
対象
指標

市民

回数

％⑤
成果
指標

2,080

20,8502.78 2.78

20,850

25年度（目標）

生活習慣病受診者

日数
健康教育
健康相談

健康診査

日数

人
がん検診受診率（平均）

単位

目 細目名
根拠法令

実施手法
予防費 健康増進事業

健診協会と医療機関委託

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

子宮がん：２０歳以上
乳がん（超音波）：３０～５６歳
乳がん・大腸がん・胃がん肺がん：４０歳以上

疾病の早期発見

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

10

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費



市民の健康維持のために必要な健診である。
また，健診の必要性についての周知を図る。
定期的ながん検診は，早期発見・治療の観点から今後も必要。
受診率向上のため，広報活動に努めるとともに、個別通知を行い検診の
重要性と周知を図る。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称個別通知を行い検診の重要性と周知を図る。

現  状  維  持資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

受診率の向上を図る

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

健康教育、指導、相談：保健師、管理栄養士
健康体操：講師

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

回
食育教室

人

対
象
指
標

1,675成
果
指
標

手
段

―

報償費：470,000円
消耗品費：31,225円

件

28年度（目標）

1,645

総
合
計
画

健康づくり計画細目名
地域保健対策推進費保健衛生費 地域の健康づくり事業

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

健康体操：４０～６４歳

生活習慣病予防

市民

健康体操参加者人数

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

健康体操参加者人数
相談件数

健康教育、指導、相談：保健師、栄養士
健康体操：講師

食育教室回数
人

単位

食育教室

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人

人
人

５　事務事業の目的と手段

11

809 777

1,923

３　【年度目標】
一部委託

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

○

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

目

単年度繰返し 共催者・関係団体
１　保健・医療
２　健康づくりの推進

健康体操及び食育講座の普及を図
り、生活習慣病を予防する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

1,923

1,1121,086

活
動
指
標

25年度（計画）

相談件数

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

16,875

19,1252.55 16,875

17,987

916

1,645

809

1,645

1,675

14

16,875

1,112

2.25

1,112

16,875

1,086

2.250 2.22 16,650

0

19,125

1,903

1,675

108

17,683

16,650

1,112

2.25 16,875

20,211 17,987

16,875

108

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

1,1121,112

1,112

2.25

17,987

108

17,987

108

27年度（目標）

16,875

根拠法令

108

1,112

16,875

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

件

人健康体操参加人数

健康体操参加人数

食育教室

食育教室

市民

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

0

916

13

22年度（実績） 23年度（実績）

15

2,561

777

0 1,033

1,033

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

回

人

人

食育教室 人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

地域の健康づくり事業（健康教育、相
談、指導・健康体操・栄養指導など）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



生活習慣病予防及び改善のために有効な事業である。

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

　 ％
％

％
％
％

人

対象者へ検診無料クーポン券を送付し受診促進を図る。
子宮がん・乳がん、大腸がん（国補助事業）
肺がん、胃がん（市単独事業）

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

11.416.20 

成
果
指
標

23.10 

10.0子宮がん検診受診率

乳がん検診受診率 14.123.60 　　　％

％

大腸がん検診受診率

千円

千円

千円 2,948

5,4000.727,425

千円

千円

7,830

2,250 5,400

9,370

4,686

4,882 4,684

4,686

14,765

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

9,250

12,515 10,754

7,134

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

　胃がん・肺がん受診率　　　　　

大腸がん受診率

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

千円

施策

％　乳がん受診率

子宮がん受診率

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

職員割合

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

がん検診推進事業（クーポン事業）

１　保健・医療
２　健康づくりの推進

総
合
計
画

嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ） 千円 5,400 5,4005,400

27年度（目標）

14,77013,230 14,770

24年度（実績） 25年度（目標）

14,77014,770

529

992・730

1,100

728

5,400 0.72 5,400

9,370 9,370

19.90 

7,425

20.40 

18,179

0.72

4,684

4,686 4,686

3,265

28年度（計画）

4,684

23年度（実績） 26年度（計画）

22年度（実績） 23年度（実績）

456

658669

476

919

0.30 2,250 0.99

22年度（実績）

3,620

人市民

単位

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

対象者へ検診無料クーポン券を送付
し受診促進を図る。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

国補助 厚生労働省
○

継続
○

所属部課名

政策的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度
2分の1

健康増進法
負担金の有無

単年度繰返し

関連計画

３　【年度目標】
需用費　37,135円
通信運搬費　606,000円
委託料　11,387,440円

活
動
指
標

25年度（計画）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

　乳がん受診率

28年度（目標）

大腸がん受診率

対
象
指
標

人市民

手
段

⑥
活動
指標

目
的

④
対象
指標
⑤

成果
指標

％

5,4000.72 0.72

5,400

4,684

5,400

9,370

27年度（計画）

％

乳がん受診率
子宮がん受診率

大腸がん受診率
子宮がん受診率

胃がん・肺がん受診率

目 細目名
根拠法令

実施手法
予防費 がん検診推進事業

対象者へ検診無料クーポン券を送付し受診促進を図
る。

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

子宮がん：２０,２５，３０，３５，４０歳
乳がん：４０，４５，５０，５５，６０歳
胃がん・大腸がん・肺がん：４０，４５，５０，５５，６０歳

疾病の早期発見

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

12

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費



市の集団検診のほかに医療機関検診を実施することにより、受診機会が
確保され、効率的である。また、定期的ながん検診受診への動機づけと
なり、がんの早期発見、早期治療により医療費の軽減、死亡率の減少が
期待できる。また、H24年度から市単独事業として実施した肺がん・胃が
んクーポン事業により受診率が向上した。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称市民への周知に努める

拡  　　　　　充資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

受診者の増を図る

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

健診結果により、メタボリックシンドロームのリスクのある方へ
特定保健指導を行う。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様

人

対
象
指
標

244成
果
指
標

手
段

賃金　94,000円

28年度（目標）

総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律
細目名

特定健康診査等事業費特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

特定保健指導対象者

メタボリックシンドロームの予防
特定保健指導者

特定保健指導対象者

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

特定保健指導者
健診結果により、メタボリックシンドロームのリスクのある
方へ特定保健指導を行う。

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

人

人

５　事務事業の目的と手段

13

176

３　【年度目標】

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

―

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

目

Ｈ２０ 単年度繰返し 共催者・関係団体
２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

健診結果により、メタボリックシンド
ロームのリスクのある方へ特定保健指
導を行う。

予
算
科
目

会計
国保 保健事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

176

12794

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

15,750

15,7502.10 15,750

15,877

9821,036

224

1,064

224

15,750

127

2.10

127

15,750

94

2.101.86 13,950 2.31 17,325

14,099

15,750

244

17,427

17,325

127

2.10 15,750

15,844 15,877

15,750

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

127127

127

2.10

15,877 15,877

27年度（目標）

15,750

根拠法令

127

15,750

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

人特定保健指導者

特定保健指導者

特定保健指導対象者

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

13,950

22年度（実績） 23年度（実績）

149

149 102

102

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

特定保健指導事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が多く期待できる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・母子健康手帳交付
・両親学級
・離乳食教室
・妊婦乳児健診・妊婦、乳児家庭訪問
・3～4ヶ月児、1歳児相談
・1歳6か月児、2歳児歯科、3歳児健診

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

96.396.0

成
果
指
標

95.6

6,360妊婦健診

1歳６か月健診

90.6

96.492.7％

延人数

3歳児健診 ％

千円

千円

千円

人

27年度（計画）

61,328

51,597

70,027

47,268

70,027

51,597

88,030

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

46,000

61,630 60,416

45,379

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

千円

千円

千円

540

26

26,400

回数3歳児健診

施策

回数

件赤ちゃん訪問

1歳６か月健診

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

母子保健事業（妊婦乳児検診、相
談、教育、赤ちゃん訪問、栄養指導
など）

１　子ども・子育て支援
５　母子保健の充実

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 92,591

28,57528,575

27年度（目標）

98,60289,903 98,602

28,575

98,60298,602

22

538

26

546

28,575 3.81 28,575

70,027 70,027

7,368

51,597 51,597

535

6,854

26

32,175

589

591612

28,575

28,575

28,575 3.81

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

22年度（実績） 23年度（実績）

22

568

24年度（実績）

24

15,037

3.52 26,400 4.29 3.8132,175

22年度（実績）

15,630 18,430 18,430

26年度（目標）

18,430

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○ ○

妊婦時から経年的に関わることで母
子の健康維持及び育児不安等の解
消が図られる。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

県補助 厚生労働省
―

継続
○

所属部課名

義務的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度
２分の１

母子保健法
負担金の有無

単年度繰返し

関連計画

３　【年度目標】
報酬：2,277,000円
賃金：1,259,050円
報償費：272,500円
需用費：1,164,520円
役務費：530,654円
委託料：42,151,100円
補助金：260,230円

活
動
指
標

25年度（計画）

14,060

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

赤ちゃん訪問

28年度（目標）

母子健康手帳交付数

3歳児健診受診率

対
象
指
標

571人

母子健康手帳交付数

出生数

手
段

⑥
活動
指標

回数

目
的

％

④
対象
指標

人
人出生数

回数

人⑤
成果
指標

18,430

28,5753.81 3.81

28,575

25年度（目標）

１歳６か月健診受診率

3歳児健診
１歳６か月健診

件

％
妊婦健診

単位

目 細目名
根拠法令

実施手法
母子衛生費 母子衛生標準的事業

母子健康手帳交付
両親学級
離乳食教室

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

妊婦、乳児

母子の健康保持と子育て支援

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

14

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費



母子の健康増進は必要不可欠であり，更なる充実が求められる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

体外受精、顕微授精とも１回１０万円を限度に年度２回，通算
５年を限度に補助する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

50

件

対
象
指
標

33成
果
指
標

手
段

○

補助金：4,564,033円

28年度（目標）

総
合
計
画

細目名
母子衛生費保健衛生費 母子衛生標準的事業

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

不妊治療実施者

少子化対策の一環として、不妊治療を受けている夫婦
の経済的及び精神的負担の軽減を図る

不妊治療費助成実人数

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

不妊治療費助成
体外受精者、顕微授精とも１回１０万円を限度に年度２
回，通算５年を限度に補助する。

単位

不妊治療費助成延人数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人
人

５　事務事業の目的と手段

15

42 52

36

３　【年度目標】
直営

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

○

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

目

Ｈ２１ 単年度繰返し 共催者・関係団体
２　少子化対策
３　地域で支えあう子育て支援の確保

体外受精者、顕微授精とも１回１０万
円を限度に年度２回，通算５年を限度
に補助する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

53

5,0004,984

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

2,175

2,1750.29 2,175

7,175

53

38

52

2,175

5,000

0.29

5,000

2,175

4,984

0.290.20 1,500 0.33 2,475

5,336

2,175

42

7,070

2,475

5,000

0.29 2,175

7,159 7,175

50

2,175

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

50

26年度（目標）

5,0005,000

5,000

0.29

7,175

50

7,175

27年度（目標）

2,175

根拠法令

5,000

2,175

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

件不妊治療費助成

不妊治療費助成実人数

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

1,500

22年度（実績） 23年度（実績）

3,836

3,836 4,595

4,595

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

不妊治療助成延べ件数

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

母子保健事業（特定不妊治療費補助
事業）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



少子化対策・子育て支援の一翼を担う重要な事業である。

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

笠間市歯科医師会と委託契約を締結し、歯科医師による訪
問診療と歯科衛生士による口腔ケアを実施する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様
歯科診療ユニットの購入

上記と同様 上記と同様

成
果
指
標

64

55利用者（診療）

利用者（保健指導） 6261

千円

千円

千円

27年度（計画）

1,001

1,518

1,518

1,001

1,518

1,518

5,419

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

1,294

1,294 1,208

1,208

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

千円

千円

千円

4,125

施策

人利用者

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

訪問歯科保健事業

１　保健・医療
３　予防対策の推進

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 4,958

3,7503,750

27年度（目標）

5,2684,751 5,268

3,750

5,2685,268

3,750 0.50 3,750

1,518 1,518

58

1,518 1,518

69

56

3,750

3,750

3,750

3,750 0.50

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

22年度（実績） 23年度（実績）

69

24年度（実績）

0.55 4,125 0.50 0.503,750

22年度（実績）

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

寝たきり等の通院困難な高齢者に訪
問による歯科ケアを行う。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

―

継続
○

所属部課名

政策的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度

笠間市歯科医師会

負担金の有無

単年度繰返し

関連計画

３　【年度目標】
報酬：          円
賃金：506,800円
需用費：84,502円
役務費：39,330円
委託料：138,000円
備品購入費：39,984円

活
動
指
標

25年度（計画）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

利用者

28年度（目標）

対
象
指
標

手
段

⑥
活動
指標

目
的

④
対象
指標
⑤

成果
指標

3,7500.50 0.50

3,750

25年度（目標）

利用者（保健指導）

人

利用者（診療）

単位

目 細目名
根拠法令

実施手法
予防費 訪問歯科保健事業

笠間市歯科医師会と委託契約を締結し、歯科医師に
よる訪問診療と歯科衛生士による口腔ケアを実施す
る。

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

在宅の寝たきり高齢者又は身体虚弱等で通院困難な
者

在宅の寝たきり高齢者等の口腔衛生の保持と改善

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

16

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費



この事業を必要としている市民の健康及び生活の質の保持のため必要
である。また，この事業を必要としている患者の掘り起しが重要でありそ
のための広報等による周知の充実が必要である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

特になし

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

親子料理教室
子ども料理教室
健康教育
健診（がん検診含む）の受診勧奨

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

回

対
象
指
標

526成
果
指
標

手
段

―

賃金：97,900円
報償費：10,000円
消耗品費：294,116円
委託料：938,000円
負担金：93,450円

回

28年度（目標）

総
合
計
画

笠間市ヘルスリー
ダーの会

健康づくり計画
食育基本法

細目名
地域保健対策推進費保健衛生費 健康づくり事業

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

市民

調理体験型食育教育や食育の普及
親子料理教室参加者数

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

親子料理教室
こども料理教室

親子料理教室
子ども料理教室
健康教育
健診（がん検診含む）の受診勧奨

単位

こども料理教室参加者数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人
人

５　事務事業の目的と手段

17

108 146

498

３　【年度目標】
一部委託

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

継続

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

○

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

目

単年度繰返し 共催者・関係団体
１　保健・医療
１　健康意識の高揚

様々な「食」の経験を通じて、「食」に
関する知識と「食」を選択する力を習
得し、健全な食生活を実践することが
できる市民を増やし、心身の健康増
進に寄与する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

17

1,4511,439

活
動
指
標

25年度（計画）

こども料理教室

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

4,875

4,8750.65 4,875

6,326

134

538

17

4,875

1,451

0.65

1,451

4,875

1,439

0.650.35 2,625 0.30 2,250

3,162

4,875

4

3,336

2,250

1,451

0.65 4,875

6,314 6,326

4,875

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

1,4511,451

1,451

0.65

6,326 6,326

27年度（目標）

4,875

根拠法令

1,451

4,875

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

回

回親子料理教室

親子料理教室参加者数

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

2,625

22年度（実績） 23年度（実績）

4

537

537 1,086

1,086

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

こども料理教室参加者数 人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

健康づくり推進事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



食材を調理加工する楽しさや興味を学童期に引き出すことは、「食」の理
解を深め、将来の健康づくりに大いに役立つ。

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

子宮頸がんワクチン
ヒブワクチン
小児用肺炎球菌ワクチン

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
子宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、小
児用肺炎球菌ワクチンはH25年４月よ
り定期接種となるため、任意は終了。
平成25年度、先天性風疹症候群の
予防を目的に妊婦、妊婦の夫等に対
して風疹予防接種の助成を実施。

1,9712,156

成
果
指
標

1,261接種者 子宮頸がんワクチン

　　　　　ヒブワクチン 1,8181,952人

人

　　　　　肺炎球菌ワクチン 人

千円

千円

千円

人

27年度（計画）

52,826 0

26,575

0

0

小施策
項

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

開始年度

0 0

Ｈ２３

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

千円

千円

千円

0

施策

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

任意予防接種事業

１　子ども・子育て支援
５　母子保健の充実

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 0

00

27年度（目標）

054,476 0

1,650

00

0 0

0 0

2,708

0

0

0

1,650

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

22年度（実績） 23年度（実績） 24年度（実績）

0 0.220

22年度（実績）

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○ ○

公衆衛生の向上と市民の健康維持を
図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

款

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

県補助 厚生労働省
○

継続
○

所属部課名

政策的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度
2分の1

予防接種法
負担金の有無

H24

関連計画

３　【年度目標】
需用費　69,552円
役務費　60,000円
委託料　48,875,388円
補助金　68,400円

活
動
指
標

25年度（計画）

26,251

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

28年度（目標）

子宮頸がんワクチン接種対象者

　　　　　肺炎球菌ワクチン

対
象
指
標

人

人

子宮頸がんワクチン接種対象者

ヒブワクチン接種対象者

小児用肺炎球菌接種対象者

手
段

⑥
活動
指標

目
的

人

④
対象
指標

人
人ヒブワクチン接種対象者

人⑤
成果
指標

0

0

25年度（目標）

　　　　　ヒブワクチン

人

人

小児用肺炎球菌接種対象者
接種者 子宮頸がんワクチン

単位

目 細目名
根拠法令

実施手法
予防費 任意予防接種事業

市民への情報提供
ワクチン接種の実施と接種費補助の実施

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業による

感染症の予防と重症化の防止

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

18

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費



感染症の予防と重症化の防止に有効な事業である。
H25.４月から定期接種となるため、任意は終了となる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

子宮頸がんワクチン・ヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワクチンについては、H25．４月から定期予防接種になる。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 事業完了

学校を通して保護者に対し、通知を行う。
広報により広く周知を図る。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称予防接種の必要性を広く周知し、接種率の
向上を図る必要がある。

－資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

接種者の増を図る。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

健康づくり市民大会２０１２を実施
健康都市連合日本支部総会・大会に出席
健康都市講座を開催
HP・ロゴマークの作成
連携事業の実施

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
健康づくり市民大会の実施
健康都市講座の開催
連携事業の実施

同左 同左

事業
ヘルスリーダーによる健康診査及びがん

回

対
象
指
標
成
果
指
標

手
段

―

28年度（目標）

106

総
合
計
画

総合計画、健康づくり計画細目名
保健衛生総務費保健衛生費 健康都市づくり事業

款

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項

①対象
(働きかける相手・もの）

健康づくり講演会参加者

市民

市民の健康に対する意識の高揚

市民

市民大会参加者

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

健康都市講座の開催
ホームページによる健康都市宣言ＰＲ

健康都市講座の開催
健康都市づくり運動の連携と交流の促進
ヘルスリーダーによる活動の推進

健康都市化さま宣言連携事業の活用促

単位

健康都市講座参加者

④
対象
指標
⑤

成果
指標 人

人
人

５　事務事業の目的と手段

19

700

H24～
３　【年度目標】

直営

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

新規

保健衛生部健康増進課

○

所属部課名

○

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

目

H24 共催者・関係団体
１　保健・医療
１　健康意識の高揚

健康都市づくり運動の意義や生活習
慣病の予防につながる健康体操や食
生活の改善策など、市民の健康に対
する意識高揚に向け、さまざまな場面
を活用した啓発活動を推進します。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施手法 負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績） 27年度（計画）

1

1,584172

活
動
指
標

25年度（計画）

ホームページによる健康都市宣言ＰＲ

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

3,375

3,3750.45 3,375

4,959

281

4

3,375

1,584

0.45

1,584

3,375

172

0.450 0

0

3,375

0

0

1,584

0.45 3,375

3,547 4,959

3,375

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（計画）

26年度（目標）

1,5841,584

1,584

0.45

4,959 4,959

27年度（目標）

3,375

根拠法令

1,584

3,375

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

回健康都市講座の開催

市民大会参加者

健康都市化さま宣言連携事業の活用促進

市民

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

健康づくり講演会参加者

事業

人

健康都市講座参加者

人

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり
評価事業

健康都市づくり事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



「WHO健康都市」の理念に基づく市民総ぐるみ運動を展開し、市民の一
体感や「安心」なまちづくりを推進していく事業である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

生活習慣病の予防につながる健康体操や食
生活の改善など、市民の健康に対する意識
高揚を図っていく。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】
夏期巡回ラジオ体操を誘致

人

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画

夏期巡回ラジオ体操の実施（８・３１）

なし なし

人

成
果
指
標

参加人数

千円

千円

千円

0

0

23年度（実績）

27年度（計画）

0

0

3,155

0

0

3,155

小施策
項会計

一般
款

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

開始年度

0 0

H24

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

小政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

施策

22年度（実績）

夏期巡回ラジオ体操を実施するする
ことで「WHO健康都市」の理念に基
づく市民総ぐるみ運動を展開し、市民
の一体感や「安心」なまちづくりを推
進する。

予
算
科
目

夏期巡回ラジオ体操の実施

千円

千円

地方債事
業
費

財
源
内
訳 その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

夏期巡回ラジオ体操事業

１　保健・医療
１　健康意識の高揚

総
合
計
画

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 0

00

27年度（目標）

01,350 3,155

1,350

00

0 0

0 0

0

0

0

0

1,350

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

24年度（実績）

0 0.180

22年度（実績）

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

衛生費

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部健康増進課

市単独
―

新規
―

所属部課名

政策的事業

新規・継続
事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度

単位

かんぽ生命・NHK・ラ
ジオ体操連盟

H25

負担金の有無

H25

関連計画

参加人数

④
対象
指標

人市民

活
動
指
標

25年度（計画）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

28年度（目標）

対
象
指
標

人市民

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

市民

市民の健康に対する意識の高揚

手
段

⑥
活動
指標

目
的

夏期巡回ラジオ体操の実施

⑤
成果
指標

0

0

25年度（目標）

夏期巡回ラジオ体操事業の誘致、準備

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生費
実施手法

目 細目名
根拠法令

３　【年度目標】

保健衛生総務費 夏期巡回ラジオ体操事業

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

健康都市づくり

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画
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評価区分

評価事業



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

夏期巡回ラジオ体操を誘致することができ、市民の健康づくり、意識の
高揚を図ることができる。

その他

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）一次評価結果

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

拡  　　　　　充資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

給付人数

人

未熟児養育医療事業の例規等準備

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画

身体の発育が未熟なままで生まれ、
入院を必要とする方に対して、その治
療に必用な医療費を公費負担する。

同左 同左

対
象
指
標
成
果
指
標

手
段

○

28年度（目標）

総
合
計
画

母子保健法
細目名

母子保健事業保健衛生費 未熟児養育医療事業
款 項

政
策
体
系

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

対象乳児

身体の発育が未熟なままで生まれ、入院を必要とする
方に対して、その治療に必用な医療費を公費負担す
る。

対象者

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

未熟児養育医療事業の例規等準備

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

人

人
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３　【年度目標】
直営

政策
小政策
施策

小施策

補助率 ２分の１
継続

保健衛生部健康増進課

―

所属部課名

国補助 厚生労働省
―

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度

目

H25 共催者・関係団体
１　子ども・子育て支援
５　母子保健の充実

関連計画

身体の発育が未熟なままで生まれ、
入院を必要とする方に対して、その治
療に必用な医療費を公費負担する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

27年度（計画）

5,406

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績）

0

4,2750.57 0

5,406

0

5,406 5,406

0

0

0 0

0

4,275

0

0

5,406

0

4,275 5,406

0

25年度（目標）

事業費及び指標の推移

目
的

○
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

26年度（計画）

26年度（目標）

5,4065,406

5,406

5,406 5,406

27年度（目標）

0

根拠法令

5,406

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

対象者

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

給付人数 人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業
未熟児養育医療事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

総合計画実施計画

新規・継続
事
業
期
間

事務事業性質
重要事務事業



地域主権一括法による県からの権限委譲事業である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》




